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日本埋立浚渫協会は「令和 7 年度港湾技術報告

会」を9 月 25 日、東京都千代田区の星陵会館ホー

ルで開きました。会場には、会員各社のほか、

国土交通省、財団法人や建設コンサルタント会

社などに所属する港湾事業関係者の方々が大勢

集まり、オンライン聴講を含めておよそ360 人が

海洋土木に関する最新技術の報告に耳を傾けま

した。

　報告会では、DX 推進、生産性向上、GX に関

連した技術開発の動向と海外で実施した大規模

港湾工事について、会員 5 社に所属する6 人の

担当者から報告が行われました。また、「技術の

伝承」として、昨年 11 月に書籍『海底トンネルの

造り方』を出版した五洋建設の下石誠顧問が「沈

埋トンネルの技術開発について」をテーマに、

技術開発の変遷や採用プロジェクトを解説しま

した。国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構

（JAXA）地球観測研究センターの沖理子シニア

アドバイザーによる特別講演「宇宙からみる地球

環境」も行われました。

　開会に当たって協

会の村岡猛専務理事

は、2008 年 3 月に第

1 回を開催して以降、

「協会が行う調査研

究や各社の取り組み

を 時 々 の テ ー マ に

沿って発信し、情報

共有してきました」

と報告会の経緯を紹

介。参加者らにとって「海洋土木技術を俯
ふ か ん

瞰いた

だく絶好の機会になるでしょう」と述べました。

　技術開発関連報告 5 件、国際事業報告 1 件の後、

登壇した下石氏は、書籍の執筆に当たり「次世代

を担う若い技術者にエールを送る気持ちを込め

ました」と述べた上で、自身の発案で開発や実施

工に携わってきた技術を中心に沈埋トンネル技

術を紹介しました。

　陸上ヤードで製作した沈埋函を水中に沈めて

連結する沈埋トンネルは、比較的浅い場所に設

置することが可能となります。断面が矩形で車

線を増やすことも比較的容易に行える沈埋トン

ネルについて下石氏は、シールド工法と比べる

と「大断面になるほどコスト的なメリットを得る

ことができます」など、その利点を説明しました。

　国内の施工事例は30 件あり、東京オリンピッ

ク・パラリンピック会場のアクセスにも使われ

た東京港海の森トンネル（2020年開通）や、大阪・

関西万博の会場につながる大阪港の夢咲トンネ

ル（2008年開通）と咲洲トンネル（1997 年開通）な

どが代表事例に挙げられます。海外では、2013

年に開通したボスポラス海峡横断鉄道トンネル

など2025 年現在で124 事例があります。

　下石氏は、沈埋函

を最終的につなぎ合

わせるために用いる

「 水 圧 接 合 」で の 課

題を解決するため、

くさび形のブロック

（Vブロック）を 考 案

した経緯や、咲洲ト

ンネルを皮切りとし

た実績などを紹介し

ました。V ブロックを導入してもなお直面する

課題に対応しながら開発に取り組んだ「30 年間の

技術の進展」も示しました。

　その上で建設プロジェクトに適用する技術開

発に長い期間を要することを指摘。「若い人たち
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令和７年度港湾技術報告会開く
9月 25日　星陵会館ホール
会場＋オンラインで360人が聴講
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令和7年度港湾技術報告会開く

沈埋トンネルの技術開発について～書籍「海底トンネルの造り方」より～
五洋建設株式会社　顧問　下石 　誠

宇宙からみる地球環境
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構　第一宇宙技術部門地球観測プログラム戦略室 
地球観測研究センター併任シニアアドバイザー 沖 　理子
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スリップフォーム工法を用いたケーソン
製作におけるコンクリートの品質管理
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GNSS 測位技術における Z 値活
用に向けた実証計測結果について
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ブルーカーボン生態系の保全・
創出への取組み
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スリップフォーム工法とは、
型枠をスライドさせながらコン
クリートを打設し、短期間で
同一断面の構造物を完成させ
る急速施工技術です。この工
法は、従来 2 ～ 3 カ月かかって
いた 4,000t 級ケーソンの壁部
構築を、わずか 8 ～ 9 日で完了
させることが可能です。海外、

特にシンガポールでは RC ケーソン製作に多数適用
されていますが、日本では昭和 50 年代の白島石油備
蓄基地での事例が唯一と推察されます 。
　日本（鹿児島）での施工は、シンガポールと比べて
寒暖差が大きく、コンクリートの強度管理が複雑に
なります。スリップフォーム工法では、脱型時にコ
ンクリートが自立できる強度（0.08 ± 0.02N/mm2）に
達するよう、施工速度とコンクリートの強度発現を

港湾工事では、ICT 施工の 
標準化が進み、建設機械の遠 
隔操作や自動化運転による生 
産性・安全性・働きやすさの 
向上が求められています。今
日 の海上施工や深浅測量では、 
GNSS の利用は平面位置（X お
よび Y 値）に限られており、垂 
直位置（Z 値）には潮位が利用

されています。現在で は GPS に加え、各国の衛星
が活用されるようになり、 位置精度が向上していま
す。GNSS の Z 値を活用す ることで、潮位観測が
不要になり、リアルタイムに 垂直位置を取得するこ
とが可能となります。国の取り組みでは、潮位によ
る高さ管理から GNSS の高さ管理への移行が衛星測
位活用検討会で進められており今後、海上施工にお
いて GNSS を 活用することを目標としています。

当社ではブルーカーボン生態
系の拡大および生物多様性の
向上に資する技術の研究開発
を複数のフィールドで行ってお
り、また国内外の支店や現場
にて地域におけるブルーカーボ
ン生態系の保全・創出のため
の活動にも多数取り組んでい
ます。

　研究開発では、直立港湾構造物の壁面に三角突
起状の生物生育基盤（以下、三角突起基盤）を設置
し、藻類等の着生・生育効果を検証しています。国
土交通省関東地方整備局の実海域実験場提供シス
テムを活用し、横浜港南本牧ふ頭の直立港湾構造物
において実施しました実海域実験では、三角突起基
盤の海藻着生の有効性を確認しました。現在は神奈
川県横須賀市内の当社追浜ヤード、横浜市内の金

一致させる必要があり、強度発現の制御が重要にな
ります 。
　この課題に対し、五洋建設は iPad アプリを開発
しました。インターネットから取得した気温予測値
をもとに、目標強度に達するよう遅延剤の添加量を
自動計算し、生コン工場とリアルタイムで共有しま
す 。また、強度予測式の確認と修正のため、実際に
生コンを製造して強度試験を行い、結果をアプリの
計算式にフィードバックしています 。
　さらに、施工当初に発生した、試験体と実際の構
造物で強度発現が異なるという問題に対し、型枠下
部からのコンクリートの脱水が原因である可能性を
特定しました 。この対策として、脱水を模擬できる

「透水性シート」を巻いた試験体型枠を独自に製作し、
これを強度管理に用いることで、より現場に近い条
件での強度確認を可能にしました 。
　ポンプ圧送時の配管閉塞も課題でした 。打設速度
が非常に遅いことや、材料分離しやすい配合の生コ
ンが原因だったため、単位セメント量を増やして粘
性を上げるように配合を修正しました 。これらの改
善により、配管の閉塞はほぼ防止できています 。
　以上の取り組みにより、日本の気候環境に適した
コンクリートの強度管理・制御方法を確立し、材料
分離による問題も克服できました。

　これまでの実証実験で、GNSS の測位影響要因
について基線長・メーカーの違い・浮体の動揺観測
が可能であることを確認しました。当取組みにおい
て 2025 年 3 月に実施した実証実験では、浚渫船に
GNSS を設置し掘削・旋回・放土の浚渫の一連動作
時の Z 値を計測した結果、動作ごとに船体が傾斜し
ていることが確認されました。また、GNSS のアン
テナ設置位置に近い位置に設置・観測した船体デッ
キ面の変位はアンテナ設置高さに関わらず、同様の
変位量を示していることが分かりました。浚渫作業
時はバケットの刃先深度を確認して掘削を行うため、
船体を剛体としたとき GNSS の設置位置からバケッ
トの刃先までのオフセット量に加え、船体が傾いた
分の高さを考慮する必要があります。クレーンオペ
レータが刃先深度を確認しながら降下させるため、
リアルタイムな高さ管理が必要となります。取得す
るデータ量および計算処理の負荷を軽減するべく、
バケットに近くかつ、衛星が取得可能なクレーン旋
回体上部に設置し計測した結果、Z 値は安定した取
得が可能であることを確認しました。
　GNSS の Z 値活用は、傾きなどの計算処理を極力
行わず、単純化しリアルタイム性と精度を確保でき
るよう、今後の本格運用に向け検証を行いたいと思
います。

沢漁港の護岸に三角突起基盤を設置し、これらへの
生物着生・生育効果を検証中です。また、アマモ場
の保全・再生を目的とした研究開発の一環として、
2020 年から千葉県木更津市金田地先においてアマモ
類の調査を実施していますが、2023 年以降にアマモ
の減少を確認しているため、今後、播種や移植等に
よる回復策を実施します。
　地域活動としては、㈱フジトランスコーポレーショ
ンと共同で伊勢湾内におけるアマモ（海草）場の造成
事業を推進し、豊かな伊勢湾の再生に寄与するとと
もに、J ブルークレジット ® を創出することを目的と
した、常滑港樽水地区でのアマモ場造成プロジェク
トを実施しています。また、横浜ベイサイドマリー
ナ㈱、八千代エンジニヤリング㈱、港湾管理者であ
る横浜市港湾局と連携し、港湾の脱炭素化に向け、
直立護岸を活用した CO2 吸収源となる海藻を繁茂さ
せるブルーカーボン創出プロジェクトを実施していま
す。
　当社は 1908 年の創業以来、臨海部を中心に成長
してきたことから、「これからは海に恩返しする」こ
とを強く意識して、ブルーインフラの保全・創出技
術の開発など、様々な社会ニーズに応えられる技術
開発と現場実装に傾注していく所存です。

の挑戦する気持ちと、許容力、先見性を持った

上司たちの応援に期待したいです」と説いて締

めくくりました。

続 い て 行 わ れ た

特別講演で沖氏は、

ロ ケ ッ ト 開 発 や 国

際宇宙ステーション

（ISS）な ど に 代 表 さ

れ る JAXA の 事 業

活動の中で取り組む

人工衛星の運用が天

気予報、衛星放送、

国際電話、カーナビ

ゲーションなど生活のさまざまな場面で役立って

いることを紹介。世界における人工衛星打ち上げ

の変遷などを示しながら、東日本大震災で発生し

た津波に伴う陸地への浸食や、能登半島地震での

地盤の隆起といった地殻変動の様子を捉えて情報

を提供したことも説明しました。人工衛星による

観測を通じて二酸化炭素（CO2）が全地球的に増え

ていることや、南極、北極の海氷が減少している

ことも明らかになっています。

　海外機関とも連携した降水の観測などにも取

り組む中、沖氏は今後の活動として「社会課題の

解決につなげるためにも統合的な観測やデータ

の利用が有効でしょう」と述べ、地球デジタルツ

インの実現向けて各主体が協力していく必要性

を訴えました。
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クレーン AI 監視システム
「 WIT 3rdEYE 」の開発
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インドネシア パティンバン港開発事業（2期）
パッケージ 5：カーターミナル建設工事
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屋根瓦を原料にした環境に
やさしいリサイクル地盤材料
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クレーン作業時に発生する
主な事故には、①吊荷の落下、
②吊荷との衝突、③クレーン
の倒壊が挙げられます。この
うち①と②は、吊荷周辺への
作業員の侵入を防ぐことで、
多くの事故を防止できます。
しかし、従来の警報システム
では、警戒エリアが広めに固

定されているため、比較的小さな吊荷に対しても不
必要な警報が発信されることになり、作業員の警報
に対する安全意識が散漫になる問題がありました。
また、合図者以外の作業員が不適切な指示を出すこ
とで事故が発生するケースもありました。これらの
課題を解決するため、警戒範囲を吊荷の形状や寸法
に応じて動的に自動調整し、合図者の指示を正確に
伝達できる「WIT 3rdEYE」を開発しました。

パティンバン港は、インド
ネシア共和国の首都ジャカル
タから東へ 120km に位置する
スバン県にあり、日本の ODA

（JICA）支援のもと、インドネ
シア最大級の国際貿易港とし
て開発が進められています。
　本事業は 2 期に分かれてお
り、1 期では港湾や連絡橋、道

路などのインフラが整備されました。現在進行中の
2 期では、埋立による港湾の拡張工事が進められて
います。
　2 期のうちパッケージ 5 では、既存のカーターミナ
ル（40 万台規模）を 60 万台規模へ拡張する工事を実
施しており、東亜建設工業、若築建設、そして現地
ゼネコン 3 社による共同企業体が施工を担当してい
ます。

日本では安定成長期に年間
480 万 t 以上の粘土瓦が生産さ
れており、これらが耐用年数
を迎え、近い将来には大量に
廃棄されることが予想されてい
ます。また、大地震が発生し
た場合には、被災瓦の発生も
避けられません。これらの粘土
瓦を有効に活用することは、

環境負荷の低減や災害復旧の迅速化につながると考
えられます。本研究では、破砕処理された粘土瓦（以
下、破砕瓦）を地盤材料として活用する可能性とそ
の課題について検討しました。
　破砕瓦は、軽量性・摩擦性・排水性・吸水性といっ
た相反する特性を併せ持ち、自然土には見られない
有用性を示します。また、自然粘土を高温で焼成し
ているため、化学的に安定しており、環境負荷が少

　WIT 3rdEYE は、AI 画像認識技術を活用して吊
荷と作業員を同時に認識・監視します。設定した安
全距離を下回ると、作業員が装着する腕時計型デバ
イスが振動し、警報を発します。警戒エリアは、吊
荷の形状や現場状況に応じて柔軟に設定可能です。
また、様々な吊荷に対しても外形を正確に認識する
よう、独自の技術を採用しています。実証実験では、
吊荷や作業員を高精度で検出できることが確認され、
現場での有効性が証明されています。

　さらに、合図者用デバイスを通じて、クレーン運
転手に作業開始や停止の指示を確実に伝えることが
できます。運用時には、モニターの背景色で作業状
況を表示し、色の変化によって作業員や運転手が適
切な行動を取れる仕組みを構築しています。これに
より、クレーン作業のの安全確認プロセスを強化し
ています。

　このシステムによって、クレーン作業の安全性を
向上できると考えています。現在、港湾工事 2 件で
運用しており、現場での画像データを基に AI の追加
学習を計画しています。今後もさらなる検出精度と
利便性の向上を目指し、クレーン作業の安全性確保
に寄与する予定です。

　主な工事内容は、26ha のカーターミナル建設、管
理棟やユーティリティーエリアの整備、約 160 万 m3

の浚渫、西側防波堤（405m）の上部工建設です。地
盤改良や埋立には深層混合処理や管中混合処理など
日本の先進技術が活用されており、工事金額の約 3
割が「本邦技術協力条件（STEP）」に基づく日本技術
の適用となっています。これらの工事では、精度の
高い土質調査や現地条件に合わせた施工方法の工夫
も行っています。
　カーバース（-14m）には、日本の高品質な格点式
ストラット工法を採用しています。施工では現地資
材や人材の活用とともに、JIS 規格への対応や生産
体制の確保などの課題もありましたが、専用治具の
開発や工程管理の工夫で乗り越えています。
　また、DX・ESG 活動として、バイオディーゼル
燃料やスラグセメントの採用、LiDAR 測量による
効率化、現地大学との連携やインターン受入、地域
貢献活動も積極的に実施しています。安全面でも、
2025年8月時点で600万時間以上の無災害を継続し、
1,300 人超が従事しています。
　本工事は、日本の技術力と現地パートナーとの協
力により、インドネシアの物流発展と人材育成、さ
らには環境への配慮も両立した、国際協力プロジェ
クトの好例となっています。

ないことも確認されています。実物大実験において
は、破砕瓦のみを用いた地盤は自然砂質土と比較し
て水平土圧が約半分に低減し、支持力は 2 倍以上に
向上しました。さらに、破砕瓦で埋め戻した埋設管
に対して、大型車両による 12 年間の載荷試験を実施
した結果、埋設管の断面にはほとんど変形が見られ
ず、良好な結果が得られました。一方で、破砕瓦は
粒子内部に多くの微細空隙を含むため、水中投入時
に沈降しにくく、濁りが発生しやすいという課題や、
土木工事における安定供給への懸念もあります。こ
れに対して本研究では、破砕瓦に砂を混合して湿潤
土塊とすることで、必要な土量を確保しつつ濁度を
大幅に低減できること、さらに混合土の内部摩擦角
は破砕瓦の混合比率に応じて増加することも確認さ
れ、強固な人工地盤の造成にも寄与することが期待
されます。
　破砕瓦を用いた本技術は、粘土瓦を再び「土」とし
て活用する循環型リサイクルを実現し、CO2 排出削
減にも貢献します。また、被災地域で発生した瓦を
復興資源として再利用することで、地域の強靱化、
早期復興、環境保全の両立も可能です。今後もさら
なる性能評価および安定供給体制の構築を進め、強
靱かつ持続可能な社会の実現に貢献してまいります。

Marine
  Topics

～ 受賞プロジェクト ～

東アフリカ地域最大の国際港であるモ
ンバサ港で、コンテナ貨物量の増加に対
応した拡張事業を１期工事に続いて実施
した。1、2 期を経て、1,000TEU 以上増強
した。海上工事の熟練工がいないケニア
の実情を踏まえ、海上での型枠支保工な
どのコンクリート作業が必要な桟橋上部
工にプレキャストを導入。品質向上や施
工の効率化につなげた。日本人、フィリ
ピン人職員が現地作業員にクレーン、重
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建設・開発プロジェクト部門
■ モンバサ港開発事業フェーズ2コントラクトパッケージ1（ケニア）
　  施工者＝東洋建設

　日本企業の海外進出を後押しし、建設・不動産業の競争力強化
を図る目的で国土交通省が 2017 年度に創設。海外で「質の高い
インフラ」整備を行った企業などを選び、9 月 9 日に東京都内で
開いた表彰式で中野洋昌国土交通大臣が表彰状が授与しました。

機の運転や溶接を直接指導するなど、技術の伝承にも
寄与した。




